
全体最適化された中山間地域の姿

→ 地域の状況をつぶさに把握しつつ取り組
むため集落単位での取組を検討

① 多様な力でつながる人 づくり
「協働・連携・交流」、「移住」、「教育」

② 夢をカタチにできる 仕事 づくり

「農林水産業」、「事業展開・創業支援」、「観光」

③ 安心を支える 生活環境 づくり
「医療・介護」、「居住環境」、「子育て支援」、
「環境保全」、「危機管理」

広島県の中山間地域振興対策と集落対策の検討課題抽出過程

Ⅰ 地域の持続可能性を高める
「地域間の機能分担・資源の再配置」

Ⅱ かつてないスピードで進む人口減少を踏まえた
「これまでの延長線上にはない地域運営」

Ⅲ 一律の行政サービスが困難になることも見据えた
「安心して暮らせる生活環境」

➣ デジタルから生まれる地域の枠を超えた新しい暮らしのモデルの横展開

➣ コロナ禍に端を発した「集中」を前提とした生活様式などの見直し機運の
取り込み

里山・里海に象徴される人と自然が作り出す中山間地域ならではの資産が、
守るべき価値あるものとして、内外の人々により引き継がれる中で、

地域への愛着と誇りの高まりが、将来への希望と安心につながり、
心豊かに、笑顔で幸せな生活を営むことができる中山間地域

里山・里海に象徴される人と自然が作り出す中山間地域ならではの資産が、
守るべき価値あるものとして、内外の人々により引き継がれる中で、

地域への愛着と誇りの高まりが、将来への希望と安心につながり、
心豊かに、笑顔で幸せな生活を営むことができる中山間地域

中山間地域の暮らしは広く県民に
大切に思われているものの

負の連鎖に歯止めがかからず
目指す姿との間にギャップが存在
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○ 地域の基盤や特性を強みとして生かす
○ 価値に共鳴する人を増やし、支え合いを

安心につなげる
○ デジタルの力を取り込む
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１ 広島県の中山間地域振興対策
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高齢化と小規模化により無住化が懸念される集落が広がっていく高齢化と小規模化により無住化が懸念される集落が広がっていく

２ 集落対策の検討課題の抽出過程

地区・集落
の実態把握
地区・集落
の実態把握

農業集落数（うち９世帯以下）

～ 令和元（2019）年： 3,346 → 令和27（2045）年： 3,026

（380） → （1,164）

〔地域の担い手・人手不足に起因する課題〕
ａ コミュニティ活動 （自治会など）維持、伝統文化等の行事
ｂ 地域環境管理 （鳥獣被害、耕作放棄地、道路・水路等の維持管理など）

ｃ 個人資産管理 （耕作、草刈り、山林、お墓などの管理）

ｄ 地域の中心から離れた集落における支え合い機能の低下

ｆ 住民が見据える将来は、５年くらい先まで。
ｇ 住民自治組織のほとんどは、10年後の消滅可能性は低く機能は維

持される見込み
ｈ 次世代の役員確保は困難を極め、限界に近いボランティアでの対応

４ 協力２町住民
自治組織ヒアリ
ング調査（R５）

ア 移動における自家用車への依存

イ 生活圏の拡大による影響

ウ 高齢者の生活（買物など）を支える別居親族等の存在

ア 地域活動の負担感の増大による影響ア 地域活動の負担感の増大による影響

イ 配慮すべき世帯を見守る多様な地域主体の存在イ 配慮すべき世帯を見守る多様な地域主体の存在

ウ 住民自治組織の体制変化ウ 住民自治組織の体制変化

エ 新たな担い手の確保エ 新たな担い手の確保

オ コロナ禍の影響による集落生活の変容オ コロナ禍の影響による集落生活の変容

カ 生活機能の自主的な提供の困難化カ 生活機能の自主的な提供の困難化

ａ） 自助による生活が
困難となる世帯の増加

ｂ） 共助による生活支援
の困難化

無住化が懸念される集落の拡大

ｅ 不便になっても自立した生活ができる限りは集落に残りたいとの
意向を示す住民の多さ（集落を離れるのは本人の健康問題が要因）

実態把握から分かったこと実態把握から分かったこと

高齢化による免許返納

ア 地区・集落の周辺部から進む無住化

免許返納、身近な個人商店の廃業等

別居親族等の高齢化

ｃ） さらなる担い手不足の
顕在化による影響拡大

特定の者への役割の集中

民間サービスの縮小（公助のみに）

組織の解体等による機能停止

外部人材受入姿勢の濃淡

一旦停止した活動再開の困難さ

住民自治組織の資金・担い手不足

共
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況
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検討課題の抽出検討課題の抽出

ウ‘ 高齢者の生活（見守り）を支える別居親族等の存在

拡散したインフラ管理、景観への影響

取組の分野

①自助を支える取組

②共助を支え促す取組

③地区・集落範囲、又は
行政範囲を超えた取組

④空間管理

⑤取組の推進体制

自家用車移動により広域化する
生活圏と身近な生活機能の低下

親族等による支援機能の低下

担い手不足に起因する課題を抱
える地区・集落の拡大
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１基本情報調査
（Ｒ2～R4）

２住民アンケー
ト調査（Ｒ２）

３住民自治組織
ヒアリング調
査（Ｒ３）

別紙１参照

仮説の
検証

仮説の
検証

現実として直視すべき事項現実として直視すべき事項

想定される分岐点又は将来リスク【① 個人の生活の実態】

【② 地区・集落における住民自治組織の実態】

【③ 空間の実態】

○ 想定される集落の将来像とそのリスク要因の仮説
（中間整理時点）


